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要  旨 

 

本研究は，企業数が 100 万規模の網羅的データを用いて，労働生産性の切り口から我が国

における中小企業の実態を実証的に明らかにし，有効な政策の実現に資することを目的とし

ている。現実の企業のもつ労働生産性は，決して新古典派経済学が期待する均衡的なもので

はなく，大きく広がって分布している。企業が抱える従業員数で大企業と中小企業を区別す

る。得られた労働生産性の分布は，中小企業が生産性の低い母体グループと少数の企業から

なる高い生産性をもつ先導グループに分かれることを明らかにする。つまり，中小企業即生

産性が低いと考えるのは短絡的である。製造業と非製造業について比較すると，これら 2

つの産業セクターに決定的な違いが見られる。製造業については，業種間で高生産性企業の

出現確率は大きく変わらず，生産性の向上をもたらす技術革新が，産業のインキュベーター

の役割を果たしている中小企業群の中で中立的に起こっていることがわかる。他方，非製造

業については，経済を支えるべき主要業種（建設業，卸業，小売業）において確率的に見合

う刷新的な生産性向上が著しく欠けている。 
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1 はじめに
「失われた 10年」が「失われた 20年」に置き換えられ，我が国の経済の先行きについて，ます
ます混迷の度合いが増している。このような長期経済不況からの脱却の鍵を握るのは，労働者 1人
あたりが単位期間に生み出す付加価値，いわゆる労働生産性の向上である。特に，新たな産業を創
出し，産業構造改革の旗手になることが大いに期待されている中小企業の現状が問題である。2008

年度の中小企業白書 (中小企業庁, 2008)の概要の中で次のように記述されている：

1. 中小企業の労働生産性の水準は，大企業と比べて低い。
2. 業種別では，大企業・中小企業ともに小売業や飲食店，宿泊業の労働生産性の水準が低い。
3. 中小企業の労働生産性の水準の相違は，資本装備率（労働投入量に対する資本ストックの
比）が低いことによる要因が大きい。

もちろん，これらの考察は具体的なデータに基づくものである。しかし，ここに中小企業に対する
ステレオタイプ的な考えが現出している。中小企業が十把一絡げのようにくくられ，平均値だけで
議論され，その異質性・多様性が完全に排除されしまっている。本当にすべての中小企業の労働生
産性は同じ‡であり，大企業の労働生産性に比べて劣っているのであろうか？
労働生産性の分布は，学問的にも現在主流の新古典派経済学の是非を問う上で重要な研究課題で
もある (吉川洋, 2009; Aoki and Yoshikawa, 2007)。現在の主流派経済学は，均衡理論に基づく代
表的経済主体の考えを礎に構築されている。もし産業・企業間に限界生産§の違いがあれば，市場
原理によって瞬時に労働者の移動が起こり，不均衡は直ちに解消されると仮定する。すなわち，労
働生産性にゆらぎは許されない。他方，ケインズ的なマクロ経済学の見地から労働生産性の分布
を有効需要と最大生産力の関係を与える「温度」で特徴づける理論が提示されている (Yoshikawa,

2003; Aoki and Yoshikawa, 2007)。そこでは，労働者が没個性化され，統計物理学の考え方に基
づき労働生産性のゆらぎが積極的に考慮される。つまり，与えられた有効需要の下でエントロピー
を最大にするような（尤も確からしい）労働生産性の分布が実現していると考えるのである。
最近，著者らは，我が国の企業に対する財務データの解析により，労働生産性に大きな広がりがあ
る事実を次々に明らかにしてきた (Fujiwara et al., 2009; Souma et al., 2009; Ikeda and Souma,

2009; Aoyama et al., 2010a,b; Ikeda et al., 2010)。さらに統計物理学的理論と実証解析との突き
合わせも進んでいる (Yoshikawa, 2011; Iyetomi, 2012; Aoyama et al., 2012)。
以上を背景に，本研究は，企業数が 100万規模の網羅的財務データを用いて，労働生産性の切り
口から我が国における中小企業の実態を実証的に明らかすることを目的としている。さらに，得ら
れた知見を有効な政策の実現に役立てることを目指している。

‡ すべての中小企業について数字的に労働生産性が同じであるということを言っているのではない。その違いを認めな
い考え方そのものを強調している。

§ 熱力学・統計力学における化学ポテンシャルに対応

2



2 網羅的財務データ
物理現象をマクロな視点でとらえる際には，個々の原子の複雑性を力学的に追求せず，統計的な
取り扱いをする。このような統計物理学的な取り扱いを企業の生産活動の分析に応用してみよう。
つまり企業や人などの経済主体について個々の性質に深入りすることは避け，「エコノミック原子」
と考えるのである。あまり個に囚われると，全体が見通せなくなる。このような大局的視点に立
ち，各企業を固定資産 K(千円)，従業員数 L(人)および年間に生み出す付加価値 Y (千円)で特徴
づけ，日本企業の実態を財務面から俯瞰した結果が図 1である。
ここで用いたデータは，2000 年から 2006 年の期間における上場企業の財務データと中小企業
信用リスク情報データベース (CRD)を合体させたものであり，我が国の主要企業を網羅している
といっても過言ではない（2004年においては製造業約 11.5万社，非製造業約 40万社）。上場企業
データの収集にあたっては日経 NEEDS を利用し，CRD との間のデータ重複は取り除いた。ま
た，付加価値 Y の算定においては日銀方式の加算法を採用した。
図 1を眺めてみると，その背後に何か企業成長を支配する法則が隠れているとの直感が働く。産
業のインキュベーターの役割を果たす中小規模領域は膨らみをもっていて，成功を求めて試行錯誤
を繰り返す中小企業の格闘を反映しているようである。しかし，成長の段階である特定の進化方向
が生まれ，企業の特性がどんどん収束していくことが見て取れる。このような企業成長の様相は製
造業，非製造業共通である。ただし，インキュベーター領域の膨らみは非製造業の方がより大きい。
本稿の論旨からいささか離れるが，図 1は，生産関数の概念の有効性に疑問を投げかけている。
図の 3軸とも対数のスケールであることに注意すると，資本と労働が与えられても，企業によって
生み出される付加価値は大きな広がりをもって分布していることがわかる。このような付加価値の
確率性をコピュラを使って理論に組み入れることもできる (Iyetomi et al., 2011)。

3 労働生産性の分布
さて本稿で主題とする労働生産性の視点から図 1をもう一度見直そう。ここでは企業 iの労働生
産性 ci をその企業の生み出した付加価値 Yi を従業員数 Li で割ることによって算出する：

ci =
Yi

Li
. (1)

本来ならば分母に実働時間の違いを考慮すべきである。しかし，企業の財務諸表にはそのような情
報は掲載されておらず，すべての企業において従業員の労働時間は同じであると仮定する。
図 2は，労働生産性を横軸，従業員数を縦軸にとり，製造業および非製造業について企業がどの
ように分布しているかを描いている。この図が示すように，企業の労働生産性分布は複雑多岐であ
る。特に，中小企業は低い生産性の領域にまとまっているのではなく，低い生産性から高い生産性
まで非常に幅広い区間にわたって分布している。製造業，非製造業に関わらず，「中小企業は大企
業に比べて労働生産性が低い」と杓子定規に片付けることはできないことがわかる。その一方で，
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何らかの統計的法則も垣間見えている。
与えられた労働生産性をもつ企業が従業員数についてどれほどの規模なのであろうか。労働生産
性について小さな区間を設け，その区間に属する企業の従業員総数を企業数で除算してみた。合わ
せてその労働生産性に対して企業および従業員数の累積シェア（高生産性側から積算）を求めた。
それらの結果をまとめたものが図 3である。この図からわかるように，1企業あたりの平均従業員
数は，高生産性側では生産性の向上とともに概ね減少していく。それに引き替え，低生産性側では
生産性が低下するにつれて平均従業員数は減少していく。高生産性と低生産性とを区別する労働生
産性値 c∗ は，製造業では約 3000万円／年／人，非製造業では約 6000万円／年／人である。この
ように，定性的に正反対の 2つの生産性領域があることが明確となった。
図 3における企業および従業員数の累積シェアの結果は，製造業，非製造業を問わず，大部分の
企業，従業員が低生産性領域に属することを示す。高生産性領域に属するごく少数の企業が産業界
をイノベーションの面でリードしていることが大いに期待される。しかし，イノベーションを労働
生産性の視点のみから語ることは十分ではない。労働力を単に資本で置き換えることにより，労働
生産性を高くすることが可能であるからである。その場合，労働生産性は上昇する一方で，資本生
産性は逆に低下してしまう。また，資本装備率を上げるために財務面で大きな負荷がかかってしま
う。本稿では次節で資本生産性および資本装備率を含めて総合的にイノベーションの質について議
論する。
さらに中小企業と大企業を区別し，より詳細に労働生産性の分布を検討しよう。本稿では中小
企業を従業員数が 100人未満の企業，大企業を従業員数が 100人以上の企業として定義すること
とする。このように企業を分類すると，109856社からなる製造業の中で，8437社が大企業，残り
101419社が中小企業である。さらに，高生産性側に属する大企業は 618社，中小企業は 561社で
ある。非製造業においては，全体が 371922社であり，大企業は 10653社，中小企業は 361269社，
高生産性側の大企業および中小企業はそれぞれ 77社，2143社である。大企業全体における高生産
性企業の割合は，製造業においては 0.68%，非製造業では 0.72%である。中小企業についても同
様に高生産性企業の割合を計算してみると，製造業においては 0.55%，非製造業では 0.59%であ
る。このような「高生産性企業の出現確率」で見ても，中小企業が大企業に比べて統計的に有意味
に劣っているということはない¶。
以上が我が国における労働生産性の分布についての厳然たる事実である。けっして現実の経済が
限界生産に達したパレート最適状態であるとは言えない。このような事実の積み重ねは，主流派経
済学が代表的経済主体という幻想に固執していることを客観的に明らかにする。低生産性側におけ
る平均従業員数の振る舞いを統計物理学的に説明するためには「負の温度」の概念‖が有効である
(Iyetomi, 2012)。高生産性側の振る舞いは，1 企業に収容できる従業員数に制限を設けることに

¶ サンプルが少数の大企業について標準偏差の 2倍で統計的不確定性を見積もれば，製造業および非製造業における高
生産性企業の割合はそれぞれ 0.68 ± 0.18%，0.72 ± 0.16%である。

‖ 負の温度における絶対零度の状態が，需要が必要ならばいくらでも外部から与えられる状況（最大生産力と有効需要
が一致）を表し，新古典派経済学が立脚する力学的均衡状態（すべての労働者が同じ生産性をもつ）に対応する。な
お，物理系の温度は通常，正であり，その絶対零度状態では，系にとって余剰のエネルギーがすべて外部に散逸する。
エネルギーと需要を対応させれば，経済系と物理系における絶対零度での状況は真逆である。
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よって説明可能である (Yoshikawa, 2011)。これらを統一する理論も考案されている (Aoyama et

al., 2012)。

4 生産性の分極
前節において，大企業においても中小企業においても，高い労働生産性をもつ企業と低い労働生
産性の企業の 2群に分極することを実証的なデータ解析から明らかにした。では高生産性企業は低
生産性企業に対してどのような特徴をもっているのであろうか？　図 4は，図 1において高生産性
企業のみを選択表示したものである。製造業については企業分布の様子に目立った違いは見られな
いが，非製造業については明らかに分布の様子が異なっている。
より定量的な知見を得るために，製造業と非製造業の中小企業群ならびに大企業群それぞれにつ
いて資本生産性 Y/K がどのように分布しているかを調べ，比較した。その結果を図 5に示す。製
造業においては，労働生産性を高めた中小企業は，母体となる労働生産性の低い中小企業と比較し
て，平均値で 1.61倍，中央値で 1.32倍，資本生産性も向上させていることがわかる。大企業につ
いては，労働生産性の高い企業がもつ資本生産性の向上は，平均値と中央値とも 1.04 倍である。
通常は，労働生産性を高めようと従業員数を削減しても，同じ付加価値を算出するためには資本の
追加投下が必要となり（例えばロボットや計算機システムの導入），資本生産性は逆に落ちてしま
う。製造業においては，通常相反的な労働生産性と資本生産性の両者を同時に向上させているとい
う意味で真のイノベーションが行われていると言える。また，高生産性側に属する大企業と中小企
業の間で資本生産性を比べると，中小企業は平均値で 2.01倍，中央値で 1.53倍も資本生産性が高
い。この点において，製造業における中小企業の優位性は明らかある。
ところが，非製造業における資本生産性の振る舞いは通常そのものである。高い労働生産性をも
つ中小企業の資本生産性は，低い労働生産性の中小企業のものと比較して平均値で 0.37倍，中央
値で 0.20 倍と大きく減少している。大企業についても，減少の割合は小さくなっているものの，
状況は変わらない（平均値で 0.64倍，中央値で 0.43倍）。また，高生産性中小企業がもつ資本生
産性は，対応する大企業のものと比べて平均値で 0.59倍，中央値で 0.55倍である。このように，
非製造業におけるイノベーションは，質的にまだまだ未成熟のようであり，中小企業に期待されて
いるイノベーション創発の役割は，まったく果たされていない。
資本装備率 K/Lの観点からも製造業および非製造業における中小企業と大企業を比較した。そ
の結果が図 6である。製造業における高労働生産性の中小企業は，低労働生産性の中小企業に比べ
て約 1 桁高い資本装備率をもっている。しかし，対応する大企業の資本装備率に比べて平均値で
0.59倍，中央値で 0.72倍となっており，資本装備率の増加を抑えていることがわかる。この事実
は，先に述べた資本生産性の解析から得られた結論と符合する。2008年度中小企業白書 (中小企業
庁, 2008)が指摘しているように，製造業における中小企業の資本装備率は，確かに大企業に比べ
て低い。資本装備率を増せば，当然，労働生産性を上昇させることができる。だから，資本装備率
を増加させればよいというのが，白書の基本的考えである。しかし，その分，企業に重い財務負担
がのしかかる。資本装備率を上げながらもなるべくその上昇を抑制し，資本生産性も向上させなが
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ら技術革新を試みているのが，製造業における中小企業の実際の姿なのである。他方，非製造業に
おいては，中小企業は労働生産性を高めるために約 2桁も資本装備率を高めている。しかも，高労
働生産性の中小企業は，対応する大企業に比べて平均値で 1.51倍，中央値で 2.00倍も高い資本装
備率をもっている。これならば，高い労働生産性が得られるのは当然である。
最後にもう一歩踏み込み，製造業および非製造業における業種別データの解析まで本稿を進め
る。表 7がここで用いる業種分類と対応する業種コードを与え，製造業は 15業種，非製造業は 12

種類に分類されている。図 8は，高労働生産性中小企業について，2000年から 2006年まで隔年で
それらの産業別分布の推移を追ったものである。また，実際のデータ（棒グラフ）のみならず，製
造業および非製造業それぞれについて，全企業の分布から先に定義した「イノベーションの発生割
合」で期待される高労働生産性企業の分布（丸印で表示。エラーバーは標準偏差の 2倍を示す）も
書き入れた。
解析した 7年間において，製造業と非製造業のどちらについても目立った業種別分布の時間的変
化は見られない。しかし，イノベーションの創発の具合においては，それら 2つの産業セクター間
で決定的な違いがある。製造業については，生産性の向上をもたらすイノベーションが業種にほと
んど依存しない一定の発生確率で生まれていると推察できる。業種別の違いを拡大すれば，「食料
品」が全体平均を有意に超えて労働生産性の高い中小企業を輩出していることがわかる。「その他
の製品」は技術革新が不足気味である。2002年頃に「金属製品」と「機械」が少し落ち込んだも
のの，2004年にはほぼ回復した。非製造業について目を移してみよう。非製造業における主要業
種は，「建設業」，「卸業」，「小売業」および「サービス業」である。4大業種の中で「建設業」，「卸
業」，「小売業」の 3 業種がイノベーションの期待値を大きく下回っている。生産性の向上が問題
となっている「サービス業」は健闘している。しかし，非正規雇用労働者は本研究で用いたデータ
ベースではカウントされていない。非正規雇用労働者を含めれば，生産性が大きく低下する可能性
もある。「不動産業」については，生産性が高い企業が異様に多い。これは，我が国おける地価の
高さを反映していると思われる。

5 おわりに
本稿では，中小企業信用リスク情報データベースと日経 NEEDSを組み合わせた網羅的統合デー
タを大いに活用し，労働生産性の広がりを視座に据え，我が国の中小企業の実態に迫った。現実の
企業のもつ労働生産性は，決して新古典派経済学が期待する均衡的なものではなく，大きく広がっ
て分布している。企業が抱える従業員数で大企業（従業員数 100 名以上）と中小企業（従業員数
100名未満）を区別すると，中小企業は生産性の低い母体グループと少数の企業からなる高い生産
性をもつ先導グループに分かれる。中小企業政策を検討するにあたっては，まず「中小企業の労働
生産性の水準は，大企業と比べて低い」との紋切り型理解から脱却する必要がある。高労働生産性
中小企業の特徴について得られた知見をまとめる：

1. 中小企業と大企業との間でイノベーションの創発割合に有意な違いはない。
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2. 製造業においては，中小企業のイノベーションの方が大企業に比べて質が高い（対立的な労
働生産性の向上と資本生産性の向上とを両立）。

3. 非製造業における中小企業の高い労働生産性は，非常に高い資本装備率によってもたらされ
たものであり（応じて資本生産性は低下），真のイノベーションからはほど遠い。

4. 製造業については，生産性の向上をもたらす技術革新が，産業のインキュベーターの役割を
果たしている低生産性グループのなかで中立的に起こっている（業種ごとにイノベーション
の発生確率は大きく変わらない）。

5. 非製造業については，経済を支えるべき主要業種（建設業，卸業，小売業）において確率的
に見合う刷新的な生産性向上が著しく欠けている。

我が国の製造業におけるイノベーションの創発は，特定の業種に偏ることなく健全な様相を示
し，製造業は十分に成熟していると考えられる。その中で中小企業が主要な役割を果たしている。
政策的にも公平性が保たれてきたのであろう。今後，製造業の先行きが怪しくなるならば，事態は
深刻である。企業個々や業界内部の問題ではなく，製造業の産業構造そのものの変革が求められる
からである。他方，非製造業については産業構造の歪みが顕著である。本研究の分析結果は，企業
間の自由競争を阻害してきた過去の保護的政策のつけを明確にあぶり出している。非製造業企業の
生産性向上に向けて，効果的な政策の実行が大いに望まれる。
なお，本研究を推進するにあたり，中小企業信用リスク情報データベースは不可欠のものであっ
た。一般社団法人 CRD協会のご好意にお礼申し上げる。

7



(a) (b) 

図 1 2004 年における日本企業の資本 (固定資産 K)，労働 (従業員数 L)，生産 (付加価値 Y )

の 3次元散布図
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図 2 労働生産性に対する従業員数の分布（2004年）
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図 3 労働生産性の関数としての平均従業員数（2004年）
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図 4 高労働生産性企業のK-L-Y 空間における分布の様子（図 1に対応）
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図 5 資本生産性の分布（2004年）
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図 6 資本装備率の分布（2004年）
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